
「原子力利用に関する基本的考え方」ポイント案

 原子力はエネルギーとしての利用のみならず、工業、医療、農業分野にお
ける放射線利用など、幅広い分野において人類の発展に貢献しうる。

 エネルギー安全保障やカーボンニュートラルの達成に向けあらゆる選択肢
を追求する観点から、原子力エネルギーの活用は我が国にとって重要。

 一方で、使い方を誤ると核兵器への転用や甚大な原子力災害をもたらし得
ることを常に意識することが必要。
⇒原子力のプラス面、マイナス面を正しく認識した上で、安全面での最大限
の注意を払いつつ、原子力を賢く利用することが重要となる。

原子力利用について：

２．本基本的考え方の理念

 「安全神話」から決別し、安全性の確保が大前提という方針の下、安定的な原子力エネルギー利用を図る。その際、円滑な事業を進めるための環境整備に
加え、放射性廃棄物処理・処分に係る課題や革新炉の開発・建設の検討等に伴って出てくる新たな課題等に目を背けることなく、国民と丁寧にコミュニ
ケーションを図りつつ、国・業界それぞれの役割を果たす。

 原子力エネルギー利用のみならず、非エネルギー利用含め、原子力利用の基盤たるサプライチェーン・人材の維持強化を国・業界が一体となって取り組む。

① 東電福島第一原発事故の反省と
教訓
 ゼロリスクはないとの認識の下での継続
的な安全性向上への取組・業務体制の確
立・安全文化の醸成・防災対応の強化

 国及び事業者による避難計画の策定支援
等を通した住民の安全・安心の確保

 原子力損害賠償の在り方についての慎重
な検討

４．今後の重点的取組について

② エネルギー安定供給やカーボン
ニュートラルに資する原子力利用
 原発事業の予見可能性の改善に向けた取組
 既設原発の再稼働
 効率的な安全確認
 原発の長期運転
 革新炉の開発・建設
 安定的な核燃料サイクルの確立
 使用済燃料の貯蔵能力拡大

③ 国際潮流を踏まえた国内外での
取組
 グローバル・スタンダードのフォローアップ
 グローバル人材・スタンダード形成への我が
国の貢献

 価値を共有する有志国政府や産業界間での、
信頼性の高い原子力サプライチェーンの共同
構築に向けた戦略的パートナーシップ構築

⑤ 国民からの
信頼回復

 ルール違反を起こさ
ず、不都合な情報も
隠蔽しない

 専門的知見の橋渡し
人材の育成

⑥ 国の関与の下での廃止措置
及び放射性廃棄物の対応
 今後本格化が見込まれる原発の廃
止措置に必要な体制整備

 医療用放射性廃棄物等、処分方法
等が決まっていない放射性廃棄物
の対応

 国が前面に立った高レベル放射性
廃棄物対応

④ 原子力の平和利用及び
核不拡散・核セキュリティ等
の確保
 プルトニウムバランスの確保
 テロや軍事的脅威に対する課
題への対応

 IAEA等と連携したウクライナ
支援

⑦ 放射線・ラジオアイソトー
プ（RI)の利用の展開
 「医療用等ラジオアイソトープ製
造・利用推進アクションプラン」
の取組（重要RIの国内製造・安定
供給等）

 社会基盤維持・向上等に貢献して
いるという認知拡大及び工業等の
様々な分野における利用の可能性
拡大

⑧ イノベーションの創出に向
けた取組
 民間企業の活力発揮に資するなど
成果を社会に還元する研究開発機
関の役割

 原子力イノベーションに向けた強
力な国の支援

 サプライチェーン・技術基盤の維
持・強化、多様化

⑨ 人材育成の強化

 異分野・異文化の多種多様
な人材交流・連携

 産業界のニーズに応じた産
学官の人材育成体制拡充

 若手・女性、理系・文系を
問わず人材の多様性確保/
次世代教育

 エネルギー安定供給不安/地政学リ
スクの高まり

３．原子力を取り巻く現状と環境変化

 カーボンニュートラルに
向けた動きの拡大

 世界的な革新炉の開発・建設/既
設原発の運転期間延長

 原子力エネルギー事業の予見
可能性の低下

 テロや軍事的脅威に対する原子
力施設の安全確保の再認識

 非エネルギー分野での放射線
利用拡大

 経済安全保障の意識の高まり

 ジェンダーバランス等、
多様性の確保の重要性増加

 今後の原子力政策について政府としての長期的方向性を示す羅針盤となるものであり、原子力利用の基本目標と各目標に関する重点的取組を定めている。
 平成29年（2017年）7月に「原子力利用に関する基本的考え方」を原子力委員会で決定、政府として尊重する旨閣議決定。
 「今日を含め原子力を取り巻く環境は常に大きく変化していくこと等も踏まえ、『原子力利用に関する基本的考え方』も5年を目途に適宜見直し、改定す
るものとする。」との見直し規定があり、令和3年11月には、改定に向けた検討を開始することについて原子力委員会にて公表し、以来、有識者へのヒア
リングと検討を重ねてきた。

１．基本的考え方について 及び 改定の背景
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